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資料 1-⑨ 南海トラフ地震防災対策推進地域 

 

（注） 内閣府のホームページによる。 

 

資料 1-⑩ 首都直下地震緊急対策区域 

 

（注） 内閣府のホームページによる。 
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資料 2-① 道路啓開に関する協議会・会議 

協議会・会議名 設置時期 構成機関 事務局 

首都直下地震道路啓

開計画検討協議会 

平成26年

7月 

国土交通省道路局、関東地方整備局（道路部、総括防災調整

官、東京国道事務所）、東日本高速道路株式会社関東支社、

中日本高速道路株式会社東京支社、首都高速道路株式会社、

東京都（建設局、総務局）、防衛省、陸上自衛隊、警察庁、

警視庁、総務省消防庁、東京消防庁 

関東地方整備局

道路部道路管理

課 

首都直下地震埼玉県

道路啓開調整会議 

平成28年

9月 

関東地方整備局（大宮国道事務所、北首都国道事務所）、埼

玉県（危機管理防災部、県土整備部）、埼玉県警察本部、さ

いたま市（総務局、建設局）、東日本高速道路株式会社関東

支社、首都高速道路株式会社、陸上自衛隊、東京電力パワー

グリッド株式会社、株式会社 NTT 東日本-関信越、東京ガス

株式会社、一般社団法人埼玉県建設業協会、埼玉県レッカー

事業協同組合  

埼玉県県土整備

部県土整備政策

課 

埼玉県道路啓開計画

担当者会議 

平成28年

9月 

関東地方整備局（大宮国道事務所、北首都国道事務所）、埼

玉県（危機管理防災部、県土整備部）、埼玉県警察本部、さ

いたま市（総務局、建設局）、東日本高速道路株式会社関東

支社、首都高速道路株式会社、陸上自衛隊第、東京電力パワ

ーグリッド株式会社、株式会社 NTT 東日本-関信越、東京ガ

ス株式会社、一般社団法人埼玉県建設業協会、埼玉県レッカ

ー事業協同組合  

埼玉県県土整備

部県土整備政策

課 

さいたま県土整備事

務所管内災害対応連

絡協議会 

平成29年

6月 

関東地方整備局（大宮国道事務所、北首都国道事務所）、埼

玉県さいたま県土整備事務所、埼玉県南部地域振興センタ

ー、さいたま市、戸田市、蕨市、川口市 

埼玉県さいたま

県土整備事務所 

中部地方幹線道路協

議会 道路管理防災・

震災対策検討分科会 

平成23年

8月 

中部地方整備局（道路部、防災室、岐阜国道事務所、静岡国

道事務所、名古屋国道事務所、三重河川国道事務所、飯田国

道事務所）、関東地方整備局（長野国道事務所）、長野県

（建設部）、岐阜県（県土整備部）、静岡県（交通基盤

部）、愛知県（建設部）、三重県（県土整備部）、静岡市

（建設局）、浜松市（土木部）、名古屋市（緑政土木局）、

愛知県道路公社、名古屋高速道路公社、中日本高速道路株式

会社東京支社・名古屋支社 

中部地方整備局

道路部道路管理

課 

静岡県東部地域道路

啓開検討会 

平成28年

3月 

中部地方整備局（沼津河川国道事務所、静岡国道事務所、富

士砂防事務所）、静岡県（危機管理部、交通基盤部、東部地

域局、賀茂地域局、沼津土木事務所、熱海土木事務所、下田

土木事務所、富士土木事務所、田子の浦港管理事務所）、沼

津市、熱海市、三島市、伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国

市、富士市、富士宮市、御殿場市、裾野市、東伊豆町、河津

町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町、函南町、清水町、長泉

町、小山町、静岡県道路公社、一般社団法人静岡県建設業協

会、一般社団法人沼津建設業協会、一般社団法人三島建設業

協会、一般社団法人下田建設業協会、一般社団法人富士建設

業協会、中日本高速道路株式会社、陸上自衛隊、静岡県警察

本部、駿東伊豆消防本部、一般社団法人日本建設機械レンタ

ル協会静岡支部、静岡県石油商業組合 

中部地方整備局

沼津河川国道事

務 所 、 静 岡 県

（賀茂地域局、

東部地域局） 

静岡県中部地域道路

啓開検討会 

平成30年

9月 

中部地方整備局（静岡国道事務所、静岡河川事務所、富士砂

防事務所、清水港湾事務所、浜松河川国道事務所）、静岡県

中部地方整備局

静岡国道事務所
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（危機管理部、交通基盤部、静岡土木事務所、島田土木事務

所、清水港管理局、御前崎港管理事務所、スポーツ・文化観

光部空港振興局、中部健康福祉センター）、静岡市、島田

市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、川根本町、陸上自

衛隊、静岡県警察本部、静岡市消防局、志太広域事務組合志

太消防本部、一般社団法人清水建設業協会、一般社団法人静

岡建設業協会、一般社団法人島田建設業協会、御前崎建設業

組合、一般社団法人日本建設機械レンタル協会静岡支部、静

岡県石油商業組合、一般社団法人静岡県解体工事業協会、一

般社団法人静岡県建設コンサルタンツ協会、中日本高速道路

株式会社東京支社、中部電力パワーグリッド株式会社、西日

本電信電話株式会社 

管理第一課、静

岡県中部地域局

地域課 

静岡県西部地域道路

啓開検討会 

平成27年

12 月 

中部地方整備局（浜松河川国道事務所）、静岡県（危機管理

部、交通基盤部、西部地域局、浜松土木事務所、袋井土木事

務所、御前崎港管理事務所）、静岡県警察本部、浜松市、磐

田市、掛川市、袋井市、湖西市、御前崎市、菊川市、森町、

浜松市消防局、磐田市消防本部、掛川市消防本部、袋井市森

町広域行政組合袋井消防本部、湖西市消防本部、御前崎市消

防本部、菊川市消防本部、中日本高速道路株式会社、一般社

団法人浜松建設業協会、一般社団法人天竜建設業協会、一般

社団法人袋井建設業協会、中部電力パワーグリッド株式会

社、西日本電信電話株式会社、静岡県石油商業組合、一般社

団法人日本建設機械レンタル協会静岡支部、静岡県レッカー

事業協同組合 

中部地方整備局

浜松河川国道事

務所道路管理第

一課、静岡県西

部地域局危機管

理課、浜松市道

路保全課 

名古屋市道路啓開計

画策定に向けた勉強

会 

平成27年

10 月 

中部地方整備局（名古屋国道事務所）、愛知県警察本部、愛

知県（道路維持課）、中日本高速道路株式会社、名古屋高速

道路公社、名古屋港管理組合、名古屋市（緑政土木局、防災

危機管理局、消防局、健康福祉局、環境局、上下水道局）、

中部電力株式会社、西日本電信電話株式会社、東邦ガス株式

会社、名古屋建設業協会 

名古屋市緑政土

木局 

四国道路啓開等協議

会 

平成27年

2月 

四国地方整備局（道路部、総括防災調整官）、中国四国管区

警察局四国警察支局、陸上自衛隊、徳島県（県土整備部）、

香川県（土木部）、愛媛県（土木部）、高知県（土木部）、

徳島県警察、香川県警察、愛媛県警察、高知県警察、全国消

防長会四国支部、西日本高速道路株式会社四国支社、本州四

国連絡高速道路株式会社、一般社団法人徳島県建設業協会、

一般社団法人香川県建設業協会、一般社団法人愛媛県建設業

協会、一般社団法人高知県建設業協会、一般社団法人日本自

動車連盟四国本部、四国電力株式会社、西日本電信電話株式

会社、株式会社 NTT ドコモ 

四国地方整備局

道路部 

徳島県道路啓開計画

策定等協議会 

平成28年

10 月 

四国地方整備局（道路部、徳島河川国道事務所）徳島県（県

土整備部、危機管理環境部、保健福祉部）、徳島県警察本

部、徳島県消防長会、陸上自衛隊、西日本高速道路株式会社

四国支社、本州四国連絡高速道路株式会社、一般社団法人徳

島県建設業協会、一般社団法人徳島県測量設計業協会、一般

社団法人日本自動車連盟徳島支部、四国電力送配電株式会

社、徳島大学大学院 

四国地方整備局

徳島河川国道事

務所道路管理第

二課、徳島県県

土整備部道路整

備課 
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高知県道路啓開計画

作成検討協議会 

平成26年

7月 

四国地方整備局（道路部、中村河川国道事務所、土佐国道事

務所）、高知県（土木部、危機管理部、健康政策部、林業振

興・環境部）、西日本高速道路株式会社四国支社、高知県警

察本部、陸上自衛隊、一般社団法人高知県建設業協会 

高知県土木部道

路課 

大阪府域道路啓開協

議会 

平成29年

11 月 

近畿地方整備局（道路部、港湾空港部、大阪国道事務所）、

大阪府（都市整備部）、大阪市（建設局）、堺市（建設

局）、西日本高速道路株式会社関西支社、阪神高速道路株式

会社、陸上自衛隊、大阪府警察本部、一般社団法人日本建設

業連合会関西支部、一般社団法人大阪建設業協会、一般社団

法人日本道路建設業協会関西支部、関西電力株式会社、西日

本電信電話株式会社 

近畿地方整備局

（道路部道路管

理課、大阪国道

事務所管理第二

課）、大阪府都

市整備部交通道

路 室 道 路 環 境

課、大阪市建設

局 企 画 部 工 務

課、堺市建設局

土木部土木監理

課 

兵庫県緊急輸送道路

ネットワーク計画等

策定協議会南海トラ

フ巨大地震等災害発

生時の緊急輸送道路

等確保ワーキング 

平成26年

11 月 

近畿地方整備局（道路部、港湾空港部、兵庫国道事務所）、

兵庫県（県土整備部、西宮土木事務所、洲本土木事務所）、

神戸市（建設局）、西日本高速道路株式会社関西支社、阪神

高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社、陸上自

衛隊、兵庫県警察本部、一般社団法人兵庫県建設業協会、関

西電力株式会社、西日本電信電話株式会社 

近畿地方整備局

（道路部道路管

理課、兵庫国道

事務所管理第二

課）、兵庫県県

土整備部土木局

道路保全課、神

戸市建設局道路

部工務課 

和歌山県道路啓開協

議会 

平成28年

7月 

近畿地方整備局、和歌山県、西日本高速道路株式会社関西支

社、陸上自衛隊、和歌山県警察本部、和歌山市、海南市、橋

本市、有田市、御坊市、田辺市、新宮市、紀の川市、岩出

市、紀美野町、かつらぎ町、九度山町、高野町、湯浅町、広

川町、有田川町、美浜町、日高町、由良町、印南町、みなべ

町、日高川町、白浜町、上富田町、すさみ町、那智勝浦町、

太地町、古座川町、北山村、串本町、一般社団法人和歌山県

建設業協会、一般社団法人和歌山県測量設計業協会、一般社

団法人日本建設業連合会関西支部、関西電力株式会社、西日

本電信電話株式会社 

近畿地方整備局

道路部道路管理

課、和歌山県県

土整備部道路局

道路保全課 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 本結果報告書のうち、「2 道路啓開計画の策定状況等」（p.10-23）に記述がある道路啓開に関する協議会・会議について記

載した。 

 

資料 2-② 調査対象機関が実施した主な訓練の概要 

訓練実施

主体 
訓練名 実施時期 

実施

頻度 
参加機関 訓練内容 

関東地方

整備局 

首都直下

地震防災

訓練 

令和 3年 

11 月 5 日 

年1回 関東地方整備局管内

の関係機関 

・首都直下地震発生時における円滑な災害対応を

目的として、関係機関との連携を図る情報共有

訓練、実働による被災状況調査、道路啓開、緊

急支援物資の海上輸送等の訓練を実施 

・首都直下地震道路啓開計画に基づく道路啓開の
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手順等及び道路啓開を行う上での情報連絡・オ

ペレーションの実効性を確認するため、以下の

訓練を実施 

①テレビ会議システムを用いた関係機関との情

報共有、②ドローンによる緊急点検、③放置車

両の移動、④路面段差解消等の訓練 等 

東京都 東京都総

合防災訓

練 

令和 2年 

11月 21、

22 日 

年1回 （道路啓開訓練の参

加機関） 

東京都建設局、東京

都建設防災ボランテ

ィア協会、北区、北

区造園協力会、一般

社団法人日本自動車

連盟 

・ 東京都では毎年、都内の市区町村と合同で総

合防災訓練を実施しており、令和 2 年度は北区

と合同で実施、3 年度は新型コロナウイルス感

染症の影響により中止 

・ 総合防災訓練の中で道路啓開訓練も実施して

おり、例えば、令和 2 年度の訓練では、地震に

より、倒壊物の瓦れきや電柱、放置車両により

道路が通行できなくなったことを想定し、道路

上の倒木や瓦れき、車両の撤去等を行う訓練を

実施 

埼玉県 埼玉県道

路啓開訓

練 

令和 2年 

9 月 16 日 

年1回 埼玉県、一般社団法

人埼玉県建設業協

会、一般社団法人埼

玉県測量設計業協

会、埼玉県レッカー

事業協同組合、東京

電力パワーグリッド

株式会社埼玉総支

店、一般社団法人日

本自動車連盟関東本

部埼玉支店 

・ 首都直下地震等の大規模な災害に備え、迅速

な被災情報の伝達や道路の啓開など、初動対応

の更なる強化を図るため、県と災害時の協定を

締結した建設業者等が連携し、実践的な災害対

応訓練（情報伝達訓練及び道路啓開訓練）を実

施 

・ 情報伝達訓練では、災害オペレーション支援

システムやドローン、Web 会議などを活用し、

被災想定現場の状況について、地域機関と本庁

での情報共有の手順を確認 

・ 道路啓開訓練では、優先的に道路啓開する路

線を想定し、重機を用いた放置車両の移動や段

差解消などを実施 

埼玉県、 

川口市 

九都県市

合同防災

訓練（埼

玉 県 会

場） 

令和 2年 

11 月 1 日 

年1回 （交通対策訓練の参

加機関） 

埼玉県、埼玉県警察

本部、川口市消防局 

等 

・ 大規模災害時における国、九都県市、県内市

町村及び防災関係機関の相互協力を円滑にする

ため、広域応援体制における相互連携の強化を

図ること、訓練を通じて、防災対策上の課題を

踏まえ災害応急活動における技能を高めること

等を目的として実施 

・ 会場となった川口市と共催で実施した交通対

策訓練の一環で道路啓開訓練を実施 

・ 道路啓開訓練では、緊急交通路の検問所を設

け、緊急通行車両以外の車両の通行を禁止・制

限し、緊急通行車両の円滑な通行ができるよう

に交通規制を実施。また、車両の放置等が発生

して車両の通路や避難路の障害になっている状

況を想定し、被災車両の除去等を実施  

さいたま

市 

さいたま

市道路啓

開訓練 

令和 4年 

9 月 4日 

年1回 さいたま市、埼玉県

警察広域緊急援助

隊、陸上自衛隊第 1

師団第 32 普通科連

隊、さいたま市建設

業協会、埼玉県レッ

カー事業協同組合 

・ さいたま市地域防災計画及び九都県市合同防

災訓練実施大綱に基づく防災対策の習熟、災害

発生時の迅速かつ適切な応急・復旧対策におけ

る技能の向上、防災関係機関及び九都県市等と

の相互の連携強化を図るために実施 

・ 埼玉県警察広域緊急援助隊、陸上自衛隊第 1
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師団第 32 普通科連隊、埼玉県建設業協会及び埼

玉県レッカー事業協同組合の車両が瓦れきや倒

木、交通事故車両を撤去する訓練を実施 

中部地方

整備局 

広域連携

防災訓練 

令和 3 年

9月 1日 

随時 中部地方整備局、国

土地理院、海上保安

部、陸上自衛隊、中

部管区警察局、愛知

県 

・ 南海トラフを震源とするマグニチュード 9 ク

ラスの大規模地震が発生し、沿岸部では最大ク

ラスの津波により甚大な被害が発生している場

合を想定 

中部地方

整備局、 

愛知県  

愛知県・

西尾市津

波・地震

防災訓練 

令和 3年 

11 月 7 日 

年1回 （総合啓開訓練の参

加機関） 

西尾市消防団、中部

地方整備局名古屋国

道事務所、一般社団

法人愛知道路災害対

策協力会、西尾市建

設業協会 

・ 中部地方整備局の広域連携防災訓練と愛知

県・西尾市津波・地震防災訓練を連携させ、実

動訓練を実施 

・ 訓練内容の一つに総合啓開訓練を含む。 

・ 総合啓開訓練では、大規模地震に伴う盛土・

斜面の崩壊等により、救援・救護活動が阻害さ

れた状況を想定し、瓦れき等で塞がれた道を切

り開き、緊急車両の通行を確保するための道路

啓開（中部版くしの歯作戦）を、救命救助機関

と連携して実施する訓練を実施 

また、この緊急車両ルートを利用して、津波

による浸水被害のあるエリアへ到着した排水ポ

ンプ車が、中部管内排水計画に基づき、特定緊

急水防活動として排水作業を実施する訓練を実

施 

中部地方

整 備 局

（沼津河

川国道事

務所）、 

静岡県 

静岡県東

部地域道

路啓開検

討会道路

啓開訓練 

令和元年

12月20日 

年1回 中部地方整備局（沼

津 河 川 国 道 事 務

所）、静岡県（賀茂

地域局、下田土木事

務所、東部地域局、

沼津土木事務所）、

松崎町、下田警察

署、下田消防本部、

一般社団法人下田建

設業協会、一般社団

法人三島建設業協

会、一般社団法人静

岡県建設コンサルタ

ンツ協会、東京電力

パワーグリッド株式

会社 

・ 南海トラフ巨大地震発生直後の初動期の災害

応急対策の実効性向上のため、発災から緊急交

通路確保までの一連の流れ（情報収集・共有の

手法や実働にかかる課題）を検証 

・ 各機関同士の連携を確認し、向上させるため

の情報伝達演習を実施するとともに、重機等を

用いた道路啓開作業、人命の救助及び遺体搬送

訓練を実施 

中部地方

整 備 局

（静岡国道

事務所）、 

静岡県 

静岡県中

部地域道

路啓開検

討会道路

啓開訓練 

令和 2年 

11月18日 

年1回 中部地方整備局（静

岡国道事務所）、静

岡 県 （ 中 部 地 域

局）、静岡市、静岡

県警察本部、静岡市

消防局、清水建設業

協会、一般社団法人

日本建設機械レンタ

ル協会静岡支部、 

静岡県石油商業組

・ 関係する 11 機関の計 130 人の参加の下、道路

上に放置された支障車両の移動や土砂瓦れき等

の撤去を実際に行うことで、道路啓開の手順を

確認 

・ 道路啓開に係る、以下の訓練を実施 

 ①衛星携帯やインターネットを用いた情報提

供・共有、②道路パトロール、③道路被害に伴

う道路法第 46 条に基づく通行止め、④ドローン

調査、⑤災害対策基本法第 76 条に基づく区間指

定、⑥道路啓開方針の決定、⑦瓦れき撤去、⑧
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合、一般社団法人静

岡県解体工事業協

会、一般社団法人静

岡県建設コンサルタ

ンツ協会、中部電力

パワーグリッド株式

会社、株式会社 NTT

フィールドテクノ 

人命救助・搬送、⑨燃料供給、⑩車両排除、⑪

パトロール・通行止め解除、⑫検問所設置・検

問実施、⑬津波警報解除・パトロール実施、⑭

倒壊電柱撤去、⑮橋梁段差解消、⑯パトロー

ル・通行止め解除、⑰緊急車両通行 

・ 訓練後に参加機関からアンケートにより意見

を聴取し、また、訓練の課題を検討して取りま

とめ、訓練後に開催される道路啓開検討会にお

いて、参加者に共有 

中部地方

整 備 局

（浜松河

川国道事

務所）、 

静岡県 

静岡県西

部地域道

路啓開検

討会道路

啓開訓練 

令和 2年 

12月16日 

年1回 中部地方整備局（浜

松 河 川 国 道 事 務

所）、静岡県（西部

地域局、袋井土木事

務所）、御前崎市、

御前崎市消防本部、

静岡県警察本部菊川

警察署、航空自衛隊

御前崎分屯基地、西

日本電信電話株式会

社、中部電力パワー

グリッド株式会社、

御前崎市建設業組

合、特定非営利活動

法人災害救助犬静岡 

・ 大規模地震等により被災した道路について、

道路啓開オペレーション計画（静岡県西部版）

に基づく緊急車両及び緊急物資の輸送車両等の

通行確保の道路啓開作業手順を検証 

・ 道路啓開に係る、以下の訓練を実施 

 ①災害対策基本法 76 条の 6 に基づく道路区間指

定の周知及び看板設置訓練、②電柱倒壊災害及

び放置車両対応訓練、③崩落土砂対応訓練（救

出・救助訓練含む）、④救出者・遺体搬送訓練 

四国地方

整 備 局

（土佐国道

事務所）、

高知県 

道路啓開

訓練 

令和 3年 

1 月 26 日 

年1回 四国地方整備局土佐

国道事務所、高知県

（道路課、中央東土

木事務所）、高知県

警察本部、南国警察

署、南国市消防本

部、一般社団法人高

知県建設業協会、四

国電力送配電株式会

社、西日本電信電話

株式会社高知支店 

・ 南海トラフ地震の発生を想定し、道路啓開訓

練（情報伝達訓練及び道路啓開実動訓練）を実

施 

・ 情報伝達訓練では、以下の手順等を確認 

①現地被災状況の把握、②高知県道路啓開計画

に基づく出動体制の把握、③災害対策基本法に

基づく道路区間指定の演習、④高知県道路啓開

計画に基づく支援要請、⑤その他啓開前の手続 

・ 道路啓開実動訓練では、以下の手順等を確認 

①バックホウによる車両移動訓練、②負傷者救

出訓練、③バックホウによる倒壊電柱・瓦れき

撤去訓練（倒壊電柱発見時の対応（情報伝達及

び撤去）、遺体及び貴重品発見時の対応（情報

伝達・対応））、④路面に発生した亀裂・段差

の応急復旧訓練、⑤落橋箇所の応急復旧訓練

（応急組立橋）、⑥緊急車両の走行 

徳島県 徳島県津

波対応訓

練 

令和 3年 

11 月 2 日 

年1回 徳島県建設業協会各

支部、一般社団法人

ＰＣ建設業協会、一

般社団法人日本橋梁

建設協会 

・ 大規模災害発生時における支援活動に関する

協定及び大規模災害発生時の道路啓開に関する

協定に基づき、情報伝達訓練を実施 

・ 訓練では、以下の情報伝達手順等を確認 

①事業者の安否状況等確認、②リエゾン派遣の

予告及び情報収集依頼、③リエゾン派遣、④被

害状況・啓開着手状況報告、道路啓開作業の要

請 
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高知県 情報伝達

訓練 

令和 3年 

9 月 29 日

（須崎土

木事務所

で実施） 

県の12

土木事

務所で

それぞ

れ年 1

回 

四国地方整備局、高

知県、市町村、一般

社団法人高知県建設

業協会 

・ 南海トラフ地震発生時に、電話及び FAX が使

用不可である場合を想定し、メールやインター

ネットを用いて被災状況の共有や建設業者への

支援準備要請の連絡等を行う訓練を実施 

・ 訓練実施後は参加機関による意見交換を実施

するとともに、参加機関にアンケートを実施 

北陸地方

整 備 局

（新潟国道

事務所） 

車両移動

訓練 

令和 2年 

11月19日 

年1回 北陸地方整備局（新

潟国道事務所）、除

雪受注事業者、新潟

県警察 

・ 豪雪時におけるチェーン未装着車の立ち往生

による交通障害を未然に防ぐための車両誘導訓

練とともに、災害対策基本法に基づく緊急通行

車両の通行確保を目的とする車両移動訓練を実

施 

・ 車両移動訓練では、車両移動器具や除雪車に

より、放置車両を移動する手順を確認 

新潟県、

上越市 

総合防災

訓練 

平成29年 

9 月 2 日 

県内を3

ブロック

に分割

し、持ち

回り方式

で年1回 

（道路啓開訓練の参

加機関） 

北陸地方整備局（高

田 河 川 国 道 事 務

所）、上越市建設業

協会、株式会社エア

フォートサービス

（無人航空機空中測

量事業者） 

・ 上越地方（高田平野西縁断層）を震源とする

直下型地震が発生した場合を想定した訓練を実

施 

・ 訓練項目の一つとして倒状樹木処理訓練及び

道路啓開訓練を実施し、道路を塞ぐ倒木や瓦れ

きの撤去手順を確認 

近畿地方

整備局、

堺市 

近畿地方

整備局・

堺市合同

総合防災

訓練 

令和 3年 

11 月 5 日 

年1回 近畿地方整備局、堺

市、大阪府警察本

部、陸上自衛隊、ラ

イフライン事業者等

37 機関 

・ 平成 24 年に堺泉北港基幹的広域防災拠点が供

用開始したことを踏まえ、同拠点の災害時の機

能向上とともに、周辺の関係機関と連携を図る

ため毎年実施 

・ 和歌山県沖での地震を想定し、津波避難、施

設点検・航路・道路啓開、物資輸送、救出・救

護、ライフライン復旧、コンビナート火災消

火、救援物資輸送等の実働訓練を実施 

・ 道路啓開訓練では、道路上の障害物を撤去す

る手順や、道路上の所有者不明の車両を人力に

より道路外に移動する手順を確認 

近畿地方

整 備 局

（福井河

川国道事

務所） 

大雪対応

合同訓練 

令和 3年 

11月11日 

年1回 （情報伝達訓練の参

加機関） 

近畿地方整備局（福

井 河 川 国 道 事 務

所）、北陸地方整備

局（金沢河川国道事

務所）、福井県、福

井県警察、福井地方

気象台、石川県、石

川県警察、金沢地方

気象台、中日本高速

道路株式会社金沢支

社、自衛隊福井地方

協力本部 

（現地対応訓練の参

加機関） 

・ 近畿地方整備局及び北陸地方整備局が合同で

福井県・石川県境部の幹線道路における大雪対

応の関係機関の連携強化を図るために実施 

・ 広範囲の計画的・予防的な通行止めが必要と

なった場合を想定し、両県において通行止め予

定区間などを速やかに調整するための大雪想定

訓練と、大雪により通行止めなどの実施が必要

となった場合の現地対応訓練を実施 

・ 現地対応訓練では、通行車両の冬用タイヤチ

ェック、予防的通行止め、立ち往生車両の移動

に関する実地訓練を実施 

・ このうち、立ち往生車両の移動に関する訓練

は、緊急車両の通行に支障のある車両が発生し

たことを想定し、災害対策基本法第 76 条の 6 に

基づく移動命令、車両牽引、移動記録票の作成

など一連の手続を確認 
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近畿地方整備局（福

井 河 川 国 道 事 務

所）、福井県、福井

県警察、中日本高速

道路株式会社金沢支

社 

福井県 福井県総

合防災訓

練 

令和 2年 

11月14日 

年1回 （土砂埋没車両救助

訓練の参加機関） 

陸上自衛隊第 14 普

通科連隊、福井県警

察機動隊、全日本高

速道路レッカー事業

協同組合、美浜原子

力緊急事態支援セン

ター 

・ 総合防災訓練は大雨により土砂災害等の発生

可能性が高まっていたところに、福井県嶺南東

部（内陸）において震度 6 弱の地震が発生した

場合を想定 

・ 総合防災訓練の内容の一つとして、土砂埋没

車両救助訓練を実施 

・ 土砂埋没車両救助訓練では、大雨による土砂

崩れにより幹線道路が通行不能となった状況を

想定し、以下の実施手順を確認 

① 道路啓開を実施後、土砂災害に巻き込まれ

た車両内に、複数の要救助者を確認 

② 自衛隊及び警察が土砂に押しつぶされた車

両から負傷者を救出 

③ レッカー事業者が走行不能車両をけん引

し、撤去 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 本結果報告書のうち、「2 道路啓開計画の策定状況等」（p.10-23）に記述がある訓練について記載した。 
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資料 2-③ 首都直下地震道路啓開計画における優先啓開ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「首都直下地震道路啓開計画（第 3版）」（令和 3 年 8 月首都直下地震道路啓開計画検討協議会）による。 

 

資料 2-④ 埼玉県道路啓開計画における優先啓開ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「埼玉県道路啓開計画～埼玉の扇作戦～-要約版-」（平成 29 年 3 月埼玉県）による 
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資料 2-⑤ 中部版くしの歯作戦（道路啓開オペレーション計画）におけるくしの歯ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「中部版「くしの歯作戦」（令和 4 年 5 月改訂版）【道路啓開オペレーション計画】」（令和 4年 5月中部地方 

幹線道路協議会 道路管理防災・震災対策検討分科会）による。 

 

資料 2-⑥ 名古屋市道路啓開計画における道路啓開候補路線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「名古屋市道路啓開計画」（令和 3 年 3 月改訂名古屋市緑政土木局）による。 
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資料 2-⑦ 四国広域道路啓開計画における進出ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「四国広域道路啓開計画」（平成 28 年 3 月四国道路啓開等協議会）による。 

 

資料 2-⑧ 徳島県道路啓開計画における啓開対象道路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「徳島県道路啓開計画」（令和 4年 3月版徳島県道路啓開計画策定等協議会）による。 
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資料 2-⑨ 高知県道路啓開計画における啓開ルート（最大クラスの地震・津波想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「高知県道路啓開計画」（平成 31 年 3月高知県道路啓開計画作成検討協議会）による。 
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資料 3-① 災害対策基本法に基づく車両移動に関する運用の手引き（平成 26 年 11 月国土交通省道路局）

における指定道路区間の周知文案等 

○指定道路区間の周知について 

・災対法に基づく道路区間指定を行った場合は、当該指定区間内の道路利用者に対し、指定内容を

周知することになるが、具体的な周知方法は以下のものを想定している。 

－道路情報板による情報提供 

－日本道路交通情報センター（ラジオ等）を利用した情報提供 

－当該指定区間に立て看板を掲出 

－ホームページ、記者発表等 

・なお、必ずしも上記の方法すべてを実施できなくてもよいが、あらかじめ情報提供の内容や掲示

等の周知方法について準備しておく必要がある。 

・また、必ずしも当該指定区間内の道路利用者全てに確実に周知することは必要とされていない

が、周知の行き届かなかった者に対しては、移動命令等を行う際に当該道路が指定されているこ

とを説明するものとする。 

・立て看板は、指定道路区間の起終点に設置するほか、移動車両の多い箇所等、適宜設置するもの

とし、道路啓開作業とあわせて設置するものとする。 

・災害時の車両移動の協力等について、あらかじめ、ホームページや現地での看板等において、周

知しておくことも重要である。 

・以下に周知方法の例を示す。 
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資料 3-② 災害対策基本法に基づく車両移動に関する運用の手引き（平成 26 年 11 月国土交通省道路局）

における身分証明書の例 

 

 

資料 3-③ 災害対策基本法に基づく車両移動に関する運用の手引き（平成 26 年 11 月国土交通省道路局）

における協定への記載事例 

災害時における災害応急対策業務に関する協定への車両移動関係の記載事例 

 

（災害業務内容） 

第 ● 条 甲が、乙に対し要請を行う災害業務は、・・・・、災害対策基本法第 76 条の 6（以下

「災対法」という）に基づく車両移動、・・・・ 

第 ● 条 また、災対法に基づき車両移動を行う場合には、別冊「災害対策基本法に基づく車両移

動の運用に関する手引き」により行うものとする。 

（出動要請） 

第 ● 条 甲乙相互の通信連絡が不能で、乙が被害状況を把握している場合は、甲からの要請があ

ったものと見なし、乙の判断で出動するものとする。なお、集結場所は、●●（出張所、

●●除雪ステーションなど）とする。 

（実施区間） 

第 ● 条 実施区間は、一般国道●●のうち、●●～○○（通称：Ｒ○－○）とする。 

2 災害等の状況により、甲は乙に対し、必要として上記に規定する業務実施区間以外に出

動を要請することができるものとし、乙は、原則としてこれに応じるものとする。 

（身分証明書の発行） 



- 104 - 

第 ● 条 災害対策基本法に基づく車両移動を行う場合には、乙は、甲が別途発行する「身分証明

書」を携帯するものとする。 

（建設資機材等の報告） 

第 ● 条 甲は、甲が保有する建設資機材等について、あらかじめ書面により乙に通知するものと

する。 

2 乙は、あらかじめ災害時に備え、災害業務に際し使用可能な建設資機材等の数量を把握

し、甲へ書面により報告するものとする。 

3 甲は、乙より報告された災害業務に使用可能な建設資機材について、甲が指定する保管

場所に保管することを要請することができる。 

（訓練） 

第 ● 条 乙は、甲が主催または参加する防災訓練に甲から参加依頼があった場合には、参加する

ものとする。 

2 乙は、災害対策用機械の運搬、展開補助を円滑に行うために甲が実施する操作訓練に参

加するものとする。 

甲：国土交通省 ○○地方整備局 ○○国道事務所長 ○○○○（印） 

乙：（株）○○ 代表取締役社長 ○○○○（印） 

 




